
正会員の皆様へ 

 

昨年度の定款変更に関する対応結果のご報告 

 

いつも大変お世話になっております。 

また、昨年度は定款変更のために通常総会に加え、臨時総会を開催させていただくなど、大変

ご面倒をおかけいたしました。 

ご審議いただいた結果を踏まえて東京都へ対応させていただきましたが、対応の経過をご報告

しておりませんでしたので、以下に対応結果と今後の進め方についてご報告いたします。 

 

定款変更の目的 

定款変更は次の２項目を実現したいと考えておりました。 

１）マナー教育やマナーの普及活動を充実させるため、出版事業やビデオの制作販売事業を行 

えるよう、第１章の第５条に事業の追加を行い、事業の拡大を図ること 

２）総会や理事会など協会の重要な会議を事務所に集合して対面で開催することが難しい場合、

Web会議や電子メール等の「電磁的な手法」での開催を可能にすることにより、効率的に 

  意思決定を図れるよう、第４章の会議に関する条文に「電磁的な手法」を加筆すること 

なお、ご審議いただいたこれらに関する定款変更の内容は別紙の通りです。 

 

東京都への申請状況と結果 

１）第１章第５条については、具体的な事業計画を策定して提出するよう指導されましたが、

この時期、まだ出版やビデオの制作販売に関する具体化の動きがなく、具体的な事業計画

が策定できないため、取り下げることにいたしました。 

  なお、第 1 章の第 3 条と第 5 条は関連がありますので、一括して見送ることにいたしま

した。 

２）第 4章の会議に関する条文については、申請の通り認めていただくことになりました。 

 

これらを踏まえ、１）につきましては具体的な事業計画の作成が昨年の時点では困難であった

ため、第 1章の総則に係る第５条の変更は行わないこととし、コロナ対策などを考慮し、電子

的な会議の進め方について認証を受けられるように第 4章のみの変更案に修正し、認証を受け

させていただきました。 

＊東京都から１２月２日付で定款変更の認証書をいただいております。 

 

今後の対応 

第 1 章第 5 条の事業の追加を目的とする変更案につきましては、提案しました事業に対して

具体的な事業計画が用意できるように努力してまいりたいと思っております。 

 

これからも当協会のより良い運営を目指して努力してまいりますので、今回の対応へのご理解

と今後のご支援をお願い申し上げます。 

 

                                  理事長 

                                  岸田 輝美 

 

 

 

 



特定非営利活動法人マナー教育サポート協会 定款 
 

新旧対照表 
 

新 旧 

 
第１章 総 則 
 
（目 的） 
第３条 この法人は、幼児・児童生徒・学生及び社会人に対し

て、思いやり・接し方等のマナー教育を推進する講
習・講演事業を行うと同時に、それに必要な調査研究
並びに指導者の養成を行い、マナーの普及に務め、マ
ナー向上と文化の発展に寄与することを目的とする。 

 
（事業の種類） 
第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、 

特定非営利活動に係る事業として次の事業 
を行う 

    (1) マナーに関するオンラインを含む講習・講演会 
事業 

    (2) マナー講師養成事業 
    (3) マナーに関する調査・研究事業 
    (4) マナー教育やマナーの普及に資する出版事業 
    (5) マナー教育やマナーの普及に資するビデオの 
            制作販売事業 
    (6) マナーに関して優れた団体及び個人への顕彰事業 
    (7) 学校教育（道徳教育）に関する研究と提言事業 
    (8) その他目的を達成するために必要な事業 
 
 
第４章 会 議 
 
（総会の開催） 
第23条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 
(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 
(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的を 

記載した書面又は電磁的方法により招集の 
請求があったとき。 

(3) 監事が第15条第6項第４号の規定に基づいて 
招集するとき。 

 
（総会の招集） 
第24条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、理事長 
     が招集する。 

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定によ 
る請求があったときは、その日から１４日以内に臨 
時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的 
及び審議事項を書面又は電磁的方法により開催の日 
の少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

 
（総会での表決権等） 
第28条 各正会員の表決権は平等なものとする。 

２ やむを得ない理由により総会に出席できない正会員 
は、あらかじめ通知された事項について、書面又は 
電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理 
人として表決を委任することができる。 

３ 前項の規定により表決した正会員は、前２条及び次 
条第１項の規定の適用については出席したものとみ 
なす。 

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会 
員は、その議事の議決に加わることができない。 

 
 
 
 

 
第１章 総 則 
 
（目 的） 
第３条 この法人は、幼児・児童生徒・学生及び社会人に対し 
    て、思いやり・接し方等のマナー教育を推進する講 
    習・講演事業を行うと同時に、それに必要な研究並び 
    に指導者の養成を行い、マナー向上と文化の発展に 
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（事業の種類） 
第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、 
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を行う 
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第４章 会 議 
 
（総会の開催） 
第23条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 
(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 
(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的を 

記載した書面により招集の請求があったとき。 
(3) 監事が第15条第6項第４号の規定に基づいて 

招集するとき。 
 
 
（総会の招集） 
第24条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、理事長 
     が招集する。 

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定によ 
る請求があったときは、その日から１４日以内に臨 
時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的 
及び審議事項を記載した書面により開催の日の少な 
くとも５日前までに通知しなければならない。 

 
（総会での表決権等） 
第28条 各正会員の表決権は平等なものとする。 

２ やむを得ない理由により総会に出席できない正会員 
は、あらかじめ通知された事項について、書面をも 
って表決し、又は他の正会員を代理人として表決を 
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３ 前項の規定により表決した正会員は、前２条及び次 
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別 紙 



 
（総会の議事録） 
第29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録 
     を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 
(2) 正会員総数及び出席者数（書面表決者、電磁 
  的方法による表決者又は表決委任者がある場 

合にあっては、その数を付記すること。） 
(3) 審議事項 
(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 
(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事 
録署名人２名が、記名押印又は署名しなければなら 
ない。 

 
 
（理事会の開催） 
第32条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 
(2) 理事総数の３分の１以上から理事会の目的で 

ある事項を記載した書面又は電磁的方法によ 
り招集の請求があったとき。 

 
（理事会の招集） 
第33条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２号の場合にはその日から１４日 
以内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的 
及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法により、 
開催の日の少なくとも７日前までに通知しなければ 
ならない。 

 
（理事会の表決権等） 
第36条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事 
は、あらかじめ通知された事項について書面又は電 
磁的方法をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条 
  第１項の適用については、理事会に出席したものと 
  みなす。 
４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する 

理事は、その議事の議決に加わることができない。 
 
（理事会の議事録） 
第37条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事 
     録を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 
(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表 

決者及び電磁的方法による表決者にあっては、 
その旨を付記すること。） 

(3) 審議事項 
(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 
(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された 
議事録署名人２人が記名押印又は署名しなければな 
らない。 
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あったとき。 
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第33条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２号の場合にはその日から１４日 
以内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的 
及び審議事項を記載した書面により、開催の日の少 
なくとも７日前までに通知しなければならない。 
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第37条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事 
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